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研究成果の概要（和文）：　本研究は認知症高齢者とその介護家族が介護支援となるネットワークを日常的かつ
長期的に維持できるコミュニケーションシステムの創造を目指した。しかし、COVID-19の感染拡大のため、2020
年2月よりプロジェクトは中止となり、研究目的のコミュニティーシステムの構築は達成できなかった。プロジ
ェクト前半の認知症高齢者の心理的介入の効果分析より、本プログラムは軽度アルツハイマー型認知症群への6
か月間の介入で75歳未満では前頭葉評価バッテリーの得点に、75歳以上では見当識項目得点に改善が認められ
た。これらの維持された機能を引き続きサポートするための取り組みが重要であると改めて示唆された。

研究成果の概要（英文）：This study aimed to create a communication system that would enable elderly 
people with dementia and their caregivers to maintain a daily, long-term network of care support. 
However, due to the spread of COVID-19, the project was canceled in February 2020, and the research 
objective of building a community system could not be achieved. Analysis of the effectiveness of 
psychological interventions for elderly people with dementia in the first half of the project showed
 that the program improved frontal lobe assessment battery scores in those under 75 years of age and
 orientation item scores in those over 75 years of age after a six-month intervention in mild 
Alzheimer's dementia. This suggests once again that efforts to continue supporting these maintained 
functions are important.

研究分野： 臨床心理学

キーワード： 認知症　家族介護　回想法
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研究成果の学術的意義や社会的意義
　認知症初期は疾患の進行により中核症状である見当識や記憶機能の低下が指摘されており、心理支援の効果が
知能検査などの改善データとして示されることはなかった。しかし本研究の介入成果からは、見当識や記憶を中
心とした評価指標（HDS-R・MMSE)とは異なる前頭葉機能評価指標（FAB)に介入の効果が認められた。本結果か
ら、軽度アルツハイマー型認知症の場合、中核症状による記憶低下や見当識障害は避けられないが、支援プログ
ラムに6か月継続参加することで、計算機能などに顕される前頭葉機能の維持の可能性があり、中核症状の進行
を認めながらも長期に渡って行う心理支援の必要性と可能性が明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 

（１）家族並行（認知症）介護支援プログラム 
2000 年以降、認知症高齢者本人への心理的介入効果が報
告される一方で、介護家族の介護負担軽減に関する研究
も報告されるようになった１）。また、2015 年に厚生労働
省より発表された新オレンジプランに盛り込まれてい
る、オレンジ・カフェ（認知症カフェ）の急速な拡がり
にも明らかなように、日常的に認知症高齢者本人と介護 
                     図 1 家族並行（認知症）介護支援プログラム 
家族を支援しようとする動向は拡がりを見せている。 

研究代表者らはこれまで軽度認知症在宅高齢者とその家族を対象とした臨床心理学的援助実
践において、グループ回想法技法による介入効果の有効性を検証し、家族への心理サポートプロ
グラムの開発および、ネットワーク形成へのシステム開発を行ってきた。(図１参照) 
その結果、①非薬物的介入技法としてのグループ回想法が、認知症高齢者の心理的援助として

有効であることが検証され 2）、②グループ回想法と並行して、介護家族への心理的サポートを
行うことが、介護家族の認知症理解や介護保険の利用に向けて、促進的に働くことが明らかとな
った３）。このような認知症高齢者本人と介護家族への並行支援のプログラムを家族並行（認知
症）介護支援プログラムとし、支援モデルの定着が今後の認知症支援に必要であると考えた。 
 
（２）家族並行（認知症）介護支援プログラムの問題点 
家族並行（認知症）介護支援プログラムでは、参加の期間中、参加者同士のネットワーク形成

が進み、プログラム終了時には相互支援の関係が認められるにもかかわらず、プログラム終了後
にこの関係が維持されることは少なかった。このため、プログラム終了後、4 か月に 1 度の頻度
で「同窓会」と称し、年 3 回ではあるが、経過の follow up と高齢者本人および介護家族のネッ
トワーク維持の機会を設けてきた。その中で課題となったのは、認知症介護の実際は、家族並行
（認知症）介護支援プログラムが対応していた認知症初期の 6 か月よりもはるかに長く、その長
い期間を通じて介護支援のできるネットワークをどう維持するか？という「問い」であった。 

本研究では認知症高齢者本人の支援と介護家族の支援を医療機関をも包括した長期的なネッ
トワーク形成に結び付けるシステム構築を目指した。 

 
（３）COVID-19 感染拡大によるプロジェクトの中断 
しかしながら、2020 年からの COVID-19 の感染拡大により、対面による集団型・直接的支援

プロジェクトは度重なる緊急事態宣言の下、中断せざるを得なくなった。 
本研究は研究期間延長申請を続け、プロジェクトの再開を目指したが、2023 年 5 月の COVID-

19 の措置移行後も認知症疾患医療センター内での感染拡大防止体制は変わらず、プロジェクト
の再開は叶わなかった。 

 
２．研究の目的 
 （１）当初の本研究の目的 

長期化しかつ重症化する認知症介護において、日常的に介護支援となるネットワークを維持



する場を創造するというものであった。6 か月間の家族並行認知症介護支援プログラムの単発的
な follow up ではなく、常設的なコミュニティーの形成を目指した。即ち現在の状況 （図１） 
から新たなコミュニティーの創設による介護支援システムの予想 （図２）への転換が本研究の
意図するところであった。 
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      図 1 当初の実施状況         図２ 研究目的後の予想図 
 
（２）COVID-19 の感染拡大によるプロジェクトの中断と軌道修正 

対面による集団型・直接的支援プロジェクトであったため、度重なる緊急事態宣言の下、グル
ープ活動を中止せざるを得なかった。緊急事態宣言の下、オンラインシステムでのアプローチや
紙媒体の情報交換によるネットワーク構築の可能性を探ったが、機材確保や機器操作に障壁が
あり、新たな媒体でのプロジェクト続行を行うことができなかった。 
 
（３）研究目的の修正 

COVID-19 の感染拡大期間中、本プロジェクト開始後の家族並行介護支援プログラム参加者
のデータ分析を行った。家族並行認知症介護支援プログラムへの 6 か月参加による認知症高齢
者本人と家族への詳細な効果検証を行い、プログラム終了後のコミュニティー形成への可能性 
について検討した。 
 
３．研究の方法 

（１）当初の研究の方法：家族並行認知症介護支援プログラムは、認知症診断後初期の本人と
家族の混乱に対応する心理支援であり、介護保険制度の利用など、長期的な認知症介護の体制を
整え、新たな社会的資源に繋ぐことを目的としてこれまで実施してきた。 

2005 年 7 月に開始した本プログラムは H31 年までに 41 グループの実施を終了し、100 名を
超える認知症高齢者とその家族が既に本プログラムに参加している。 

本研究は、認知症疾患医療センターである大阪市立弘済院附属病院 精神・神経科において
2005 年度より開始したグループ回想法参加者とその介護家族に加え、Ｒ１年度より初診を経て
認知症加療に入る家族並行認知症介護支援プログラム参加者を対象とした。家族並行認知症介
護支援プログラムは、グループ回想法と家族の会を認知症疾患センター内で実施した。在宅軽度
認知症高齢者を対象としたグループ回想法は、１グループ５人ー７人の参加者にリーダー１名、
コ リーダー２名（計 3 名）を配置したクローズド グループ形式で、週 1 回 １クール 10 回
施行した。年間 3 クール（10 回×３グループ）実施予定であった。 

R1 年度は家族並行介護支援プログラムを 3 期実施し、延べ 17 家族の参加を得、フォローア



ップの会を 2 回実施し、延べ 30 家族の参加を得た。しかし、COVID-19 感染拡大のため、2020
年 1 月開始のグループは 2 月 14 日を最後に実施中止となり、以後 follow up の会および自主グ
ループの開始も中止となった。 

 
（２）COVID-19 感染拡大後の研究方法：家族並行認知症介護支援プログラム全参加者（2005
年 7 月～2020 年 2 月）を対象に、認知機能評価項目による効果評価を実施した。 
①本プログラム参加者： 128 名【男性 40 名 女性 88 名】 
②継続参加率： 6 か月継続参加者 101 名（79％）、エントリーのみ群（不参加群） 27 名
（21％） 
③分析対象者： アルツハイマー型認知症 99 名【平均年齢：76.6 歳（SD＝6.0）】 
④分析対象者の認知症の程度：長谷川式認知症スケール；HDS-R M＝18.5（SD＝4.6）、Mini-
Mental State Examination；MMSE M＝21.0（SD＝3.9）、Frontal Assessment Battery；FAB M
＝11.9（SD＝3.4） 
⑤分析対象者の性別内訳： 男性 37 名 平均年齢 75.1 歳（SD＝5.3）、女性 61 名 平均年齢
77.4 歳（SD＝6.3） 
⑥分析対象者の年齢範囲： 75 歳未満 34 名 平均年齢 70.0 歳（SD＝3.8）、75 歳以上 65 名 
平均年齢 80.0 歳（SD＝3.5） 
⑦認知症の程度： 軽度群 38 名 平均年齢 75.8 歳（SD＝5.1）、中度群 61 名 平均年齢 77.1
歳（SD＝6.4） 
 
４．研究成果 
（１）家族並行認知症介護支援プログラム 1 クール（3 か月）参加者への効果 
①分析対象者：指定期間内に認知機能評価が可能であった 68 名、平均年齢 76.5 歳（SD＝6.1） 
【男性 28 名 平均年齢 74.9 歳（SD＝5.5）女性 40 名 平均年齢 77.6 歳（SD＝6.3）】 
③分析対象者の認知症の程度： HDS-R M＝18.5（SD＝4.９）、MMSE M＝21.５（SD＝4.0）、 
FAB M＝12.3（SD＝3.2） 
④性差・年齢・重症度による参加効果の比較（分析は Wilcoxon sign rank test による） 

重症度別分析において、軽度群で HDS-R（Z=-2.21，p=.027）、3 つの言葉の遅延再生（Z=-
2.14，P=.032）・日時の見当識（Z=-2.01，ｐ=.044）参加後得点が有意に低下した。軽度群かつ
女性群で HDS-R（Z=-2.59，p=.010）と日時の見当識で前後差が認められ（Z=-2.23，p=.026）、
軽度群かつ後期高齢者群で 3 つの言葉の遅延再生が有意に低下した（Z=-2.23，ｐ=.026）。認知
症初期の中核症状に認められる記憶、見当識の低下状態を顕すと分析された。 
一方、中等度群は HDS-R、MMSE、FAB 及び下位検査に得点の変化が認められなかった。中等
度においては軽度群のような短期間の中核症状の進行は顕れなかった。 
 
（２）家族並行認知症介護支援プログラム ２クール（６か月）参加者への効果 
①分析対象者：指定期間内に認知機能評価が可能であった 48 名（平均年齢 76.4 歳 SD＝6.3） 
【男性 21 名 平均年齢 75.5 歳（SD＝5.3）女性 27 名 平均年齢 77.2 歳（SD＝7.0）】 
③分析対象者の認知症の程度：HDS-R M＝18.2（SD＝4.87）、MMSE M＝20.8（SD＝4.5）、
FAB M＝12.4（SD＝3.2） 
④性差・年齢・重症度による参加効果の比較（分析は Wilcoxon sign rank test による） 

男性群で HDS-R（Z=-2.23，ｐ=.026）、MMSE（Z=-2.97，ｐ=.003）及び計算項目（Z=-1.98，



p=.048）において、参加後有意に低下が認められた。特に MMSE の得点はどの群においても有
意な低下が認められた。重症度別では、軽度群で HDS-R（Z=-2.89，p=.004）、3 つの言葉の遅
延再生項目（Z=-2.47，p=.013）において参加後有意な低下が認められた。中等度群は HDS-R、
MMSE、FAB 及び下位検査に変化が認められなかった。 

特記すべき結果として、軽度群かつ前期高齢者では FAB の得点が有意に上昇し（Z＝2.23，
p=.026）、軽度群かつ後期高齢者群では場所の見当識項目に有意な改善が認められた(Z＝
2.00,p=.046)。また、女性群かつ後期高齢者群では、計算項目で参加後有意な改善が認められた
（Z＝2.26，p=.024）。軽度群かつ前期高齢者の FAB、軽度群かつ後期高齢者の場所の見当識の、
女性群かつ後期高齢者群の計算項目において、6 か月参加の効果が認められた。 

 
（３）介護家族のプロジェクト参加に関するヒアリングの概略 
①「家族の会の参加について」 参加して良かった。 
②「参加して良かった理由」 a.情報交換ができる b.advice をもらえる ｃ.同志感の獲得 ｄ.

思いやりのある言葉がけ e.認知症と闘う家族心理の共有 f.心を開いて語り合える空間 g.ほ
っと和める空間 

③「心理教育的プログラムとピアカウンセリング的プログラムのいずれが良かったか？」 両
プログラムの共存が望ましい 

 
まとめ 家族並行認知症介護支援プログラム 参加者への効果 

（１）エントリー時、軽度レベルのアルツハイマー型認知症高齢者の場合、3 か月の参加では
記憶、見当識の機能低下が認められるが、6 か月参加の場合、74 歳以下の場合にはＦＡＢの改
善、75 歳以上の場合には見当識項目の改善が認められ、参加効果が認められた。 

（２）エントリー時、アルツハイマー型認知症 75 歳以上の女性群では、6 か月参加後に計算
項目の改善が認められ、参加効果が認められた。 

以上の効果より、6 か月の本プログラムへの参加による機能維持の可能性が認められ、維持さ
れた機能を引き続きサポートするための取り組みが重要であると改めて示唆された。 

本研究については活動報告書として『つながる想い～懐かしの会活動 15 年の記録』大阪市立
弘済附属病院・大阪市（公）立大学共同プロジェクト 2024 年 3 月発行（12 ページ、1000 部）
を作成し、研究活動と成果について研究協力者他に還元した。 
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